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位
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況
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・電子審査の導入や支払通知書の
電子化に向けて、関係部署と打合
せを実施し、現行の審査プロセスの
課題や、電子化によって期待される
改善点について整理しました。
・国が推進する地方税統一ＱＲコー
ドの導入を予定している近隣自治
体に対して、導入状況に関するヒア
リング調査を実施し、情報を収集し
ました。

2026年4月のシステム更
新に向けて、手続きを進
めていきます。また、更
新後の機能拡張のた
め、関係部署と打合せを
実施します。

2

経
営
改
革
プ
ラ
ン

新公会計制度
によるマネジメ
ント機能の強
化

①新公会計制度や財務諸表について、職員の理
解向上のための研修を実施します。

②自治体間比較を積極的に実施し、新たなサービ
スの導入や事業改善につなげます。

②新公会計制度普及促進連絡会議に構成市とし
て参加し、自治体間比較を積極的に実施するととも
に、新たなサービスの導入や事業改善につなげま
す。

③財政課と連携し、庁内に向けて新公会計情報の
発信を行います。

※取り組み内容が具体化したため、修正します。

①アンケートの満足度

②新公会計制度普及促
進連絡会議に構成市と
して参加し、自治体間比
較を実施

②自治体間比較を実施

③発信回数

①平均4.2以
上

②実施

③４回　5回
※上半期の達
成状況を踏ま
え、上方修正
しました。

1

経
営
改
革
プ
ラ
ン

効率的な資金
運用の推進

安全性や流動性の確保を踏まえた上で、債券等に
よる効率的な資金運用を行います。

債券等による運用益

計画
類型

①76,141千円
・債券発行体によるＩＲ（投資家向け
情報）や証券会社を通じて、債券市
場の最新の動向を入手しました。
・2023年度に購入した短期債券18
億円が償還を迎え、金利動向を注
視しながら新たに債券を10億円購
入しました。債券保有額は総額110
億円となり、債券の年間運用収益
は76,141千円です。
②78,533千円
・2025年度資金管理計画に基づ
き、170億円を大口定期で運用する
ため金融機関に利率の提示を依頼
しました。高い利率を提示した金融
機関に、安全性を確保するため、
分散して預入れを行いました。大口
定期の年間運用収益は78,533千
円です。

金融情勢や債券市場に
ついて知識を深めるた
め、専門講師による研修
会を実施します。また、3
月に次期資金管理計画
を策定します。

①債券
73,459千円

②大口定期
21,175千円

◎

3

事
務
事
業
見
直
し

財務会計シス
テムを使用し
ている事務の
効率化

正確性を保ちつつ効率的な会計事務を行えるよ
う、業務プロセスを再確認し、システムの課題の抽
出・整理を行います。

効率化を検討した業務
数

3件 ○

①-

②新公会計制度普及促進連絡会
議が実施する自治体間比較に参加
しました。(参加自治体:17団体)
9月には、減価償却費に対する公
共施設等整備費支出の比率など、
選定した指標について、どのように
比較していくか、意見交換を行いま
した。

③4月と9月に情報紙「新公会計の
ツボ」を発行しました。

①研修の内容、研修方
法について検討を進め、
2月に研修を実施しま
す。

②参加自治体で経年比
較を行います。

③引き続き、情報紙を発
行します。

○

部課名 会計課

課の使命 会計事務に携わるすべての職員が、正確・迅速な財務会計処理を行うことにより、現金・物品等の適正な出納・保管を図り、市民の信頼に対する責任を果たします。

実行計画（年度目標）
年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応
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計画
類型

年度目標設定 中間確認 年度末確認

取組項目 具体的な活動内容 指標 目標値 上半期の状況や評価 下半期の予定 1年間の総括
目標値に
対する
実績値

評価の
視点

課題と対応

5

人
材
育
成

「チームワーク
志向」

・月に1度、ライン係長と指導員とのミーティングを
行います。
・研修を受講した内容を課全体で共有する場を設
け、知識の共有とスキルの向上を図ります。

ライン係長と指導員との
ミーティング回数

12回 ○

・ライン係長と指導員、担当者間で
柔軟にミーティングを開催し、進捗
状況の確認や課題の抽出を行いま
した。当初予定していた月に1回の
開催にこだわることなく、必要に応
じてミーティングを実施することで、
迅速かつ効果的に課題を共有する
ことができました。

・研修内容については、課内チャッ
トや資料の回覧を通じて、課全体で
情報を共有しました。

4

事
務
事
業
見
直
し

振込手数料の
削減

2023年度に策定した支出事務取扱基準が適正に
実施されるよう、庁内各課へ周知していきます。
また、振込件数が削減されるよう、同一事業者への
支払いを名寄せする等の削減策を検討・実施しま
す。

振込件数の削減
2023年度比5%
削減
(78,650件）

○

9％削減
支払件数が多い同一業者を名寄
せして、支払日を同日に設定しまし
た。
また、件数が多い事業者の請求書
を集約することで、支出命令の件数
を削減しました。
その結果、振込件数が2023年度比
9％減となりました。ただし、2025年
度突発的に急増した支払を除いて
います。

支出事務取扱基準を会
計課情報紙「知っトク」等
により、再度庁内へ周知
します。
新たな削減策について
検討し、引き続き削減に
努めます。

引き続き、必要に応じて
ミーティングを開催する
等、情報の共有を図りま
す。


